
令和８年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

国のR8補正予算分
（交付限度額②）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）
（単位：千

円）

総事業費
に係る
事務費
（単位：
千円）

合計 3,527,026 3,527,026 2,199,753 1,327,273 0

1

R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
生活に欠かせない生活用水・事業
用水の負担軽減を行うことで、物
価高騰の影響を軽減できるため。

○ 水道料金等負担軽減事業

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○
④消費下支え等
を通じた生活者
支援

1,280,200 1,280,200 1,280,200 0 0

①市民の暮らしの支援と事業者への物価高騰負担の軽減を図るため、幅広く全
ての市民・事業者を対象として、水道料金(簡易水道料金を含む)のうち、準備料
金(基本料金)半年分を免除する。なお、公共施設は対象から除いている。
②水道事業会計に繰り出し、準備料金(基本料金)半年分（３回請求分）の減免に
係る費用
③213,367千円×6か月≒1,280,200千円
④全水道契約者

－ － － － R8.4
議
決

R8.6 R8.6 R9.3
全水道契約者の半年分
の準備料金負担免除
（対象：約140，000戸）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ、
広報誌
等

水道事業者
R8当初
（地）

2

R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○

水道料金等負担軽減事業の対象
とならない未給水区域等に住所を
有する世帯等に対し、給付金を支
給することで市民・事業者の負担
軽減を図ることができるため。

○
物価高騰対策水道未契約世帯・事業者家計等支
援事業

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○
④消費下支え等
を通じた生活者
支援

16,620 16,620 16,620 0 1,500

①物価高騰により影響を受けている市民生活等への支援を行うため、水道料金
等負担軽減事業を実施するに当たり、当該事業の対象とならない未給水区域等
に住所を有する世帯及び事業者に対し、給付金を支給する。
②用水利用経費（簡易水道契約者の準備料金３回分と同等とする）
③5，148円×2，938世帯≒15，120千円
　事務費1，500千円
④郡山市内の未給水区域等に住民登録をし、井戸水または山水等のみを生活
用水として利用している世帯主及び事業者。

－ ○ － － R8.4
議
決

R8.4 R8.6 R9.3
準備料金免除の対象外
世帯等の負担軽減
（対象：約2，938世帯）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ、
広報誌
等

対象分野に
関連しない

R8当初
（地）

3

R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
食費等の物価高に直面する子育
て世代を支援することで、物価高
騰の影響を軽減できるため。

○ 公立中学校給食費全額公費負担

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

③物価高騰に伴
う子育て世帯支
援

635,950 635,950 635,950 0

①物価高騰対応事業として、食費等の物価高騰に直面する子育て世代を支援す
るため、給食費の全額を公費で負担することにより、子育て世代の負担軽減を図
る。（中学生分）
②給食費（教職員は除く）の全額
③460円×175日×7,900人＝635,950千円
④生徒を養育する保護者

－ － － － R8.4
議
決

R8.4 R8.4 R9.3
保護者の学校給食費の
負担軽減
（対象：7,900人）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

給食
R8当初
（地）
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R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○

市内旅行客への宿泊割引を実施
することで、宿泊を契機とした旅行
需要を喚起し、宿泊事業及び関連
事業の物価高騰の影響を軽減で
きるため。

○ 市内旅館等宿泊支援事業（Ｒ７補正予算分）

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

178,848 178,848 178,848 0 48,848

①物価高騰等の影響を受ける宿泊事業者を支援するため、市内旅行客への宿
泊割引を実施することで、宿泊を契機とした旅行需要を喚起し、宿泊事業及び関
連事業に対する支援を実施する。
②市内宿泊者１人１泊2,000円割引
③給付費：130，000千円（市内宿泊者65,000人/泊×2,000円）
　事務費：48,848千円（割引等システム料やプロモーション費等）
④市内宿泊施設への宿泊者

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.11 R9.3

市内宿泊施設宿泊者へ
の宿泊割引を通じた旅行
需要喚起による、宿泊事
業者及び関係事業者等
の事業負担軽減。
（対象：約65,000人泊分）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
市内公共交通事業者を直接支援
することで、物価高騰の影響を軽
減できるため。

○ 公共交通事業者支援事業給付金（Ｒ７補正予算分）

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

22,000 22,000 22,000 0

①原油価格や物価高騰の影響により厳しい経営環境にある路線バス事業者及
びタクシー事業者に対し、給付金を支給。
②事業者が車両を維持する経費
③路線バス70千円/台×150台
　タクシー20千円/台×575台
　合計22，000千円
④市内公共交通事業者

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.9 R9.3
市内公共交通事業者の
負担軽減
（対象：市内36事業者）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
7_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
市内運送事業者等を直接支援す
ることで、物価高騰の影響を軽減
できるため。

○ 運送事業者等支援事業（Ｒ７補正予算分）

Ⅰ．生活の
安全保障・
物価高への
対応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

66,135 66,135 66,135 3,850

①原油価格や物価高騰の影響により厳しい経営環境にある運送事業者等に対
し、給付金を支給。
②事業者が車両を維持する経費
③給付費：62，285千円（貸切バス：50千円/台×195台、トラック（緑）・軽貨物
（黒）：10千円/台×5,171台、運転代行業7.5千円/台×110台）
　事務費：3,850千円（消耗品や会計年度任用職員報酬等）
　合計66,135千円
④市内運送事業者等

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.9 R9.3
市内運送事業者の負担
軽減
（対象：市内290事業所）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
8_
補
正

推
奨
事
業

○ ○

市内旅行客への宿泊割引を実施
することで、宿泊を契機とした旅行
需要を喚起し、宿泊事業及び関連
事業の物価高騰の影響を軽減で
きるため。

○ 市内旅館等宿泊支援事業（Ｒ８補正予算分）
中東情勢対
応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

178,848 178,848 178,848 0 48,848

①物価高騰等の影響を受ける宿泊事業者を支援するため、市内旅行客への宿
泊割引を実施することで、宿泊を契機とした旅行需要を喚起し、宿泊事業及び関
連事業に対する支援を実施する。
②市内宿泊者１人１泊2,000円割引
③給付費：130，000千円（市内宿泊者65,000人/泊×2,000円）
　事務費：48,848千円（割引等システム料やプロモーション費等）
④市内宿泊施設への宿泊者

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.11 R9.3

市内宿泊施設宿泊者へ
の宿泊割引を通じた旅行
需要喚起による、宿泊事
業者及び関係事業者等
の事業負担軽減。
（対象：約65,000人泊分）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
8_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
市内公共交通事業者を直接支援
することで、物価高騰の影響を軽
減できるため。

○ 公共交通事業者支援事業給付金（Ｒ８補正予算分）
中東情勢対
応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

22,000 22,000 22,000 0

①原油価格や物価高騰の影響により厳しい経営環境にある路線バス事業者及
びタクシー事業者に対し、給付金を支給。
②事業者が車両を維持する経費
③路線バス70千円/台×150台
　タクシー20千円/台×575台
　合計22，000千円
④市内公共交通事業者

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.9 R9.3
市内公共交通事業者の
負担軽減
（対象：市内36事業者）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
8_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
市内運送事業者等を直接支援す
ることで、物価高騰の影響を軽減
できるため。

○ 運送事業者等支援事業（Ｒ８補正予算分）
中東情勢対
応

○

⑩地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

66,135 66,135 66,135 0 3,850

①原油価格や物価高騰の影響により厳しい経営環境にある運送事業者等に対
し、給付金を支給。
②事業者が車両を維持する経費
③給付費：62，285千円（貸切バス：50千円/台×195台、トラック（緑）・軽貨物
（黒）：10千円/台×5,171台、運転代行業7.5千円/台×110台）
　事務費：3,850千円（消耗品や会計年度任用職員報酬等）
　合計66,135千円
④市内運送事業者等

－ － － － R8.6
議
決

R8.6 R8.9 R9.3
市内運送事業者の負担
軽減
（対象：市内290事業所）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

運輸交通・
物流・観光
事業者

R8補正
（地）
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R
8_
補
正

推
奨
事
業

○ ○
食費等の物価高に直面する子育
て世代を支援することで、物価高
騰の影響を軽減できるため。

○ 公立小学校給食費全額公費負担
中東情勢対
応

○
③物価高騰に伴
う子育て世帯支
援

1,060,290 1,060,290 1,060,290 0

①物価高騰対応事業として、食費等の物価高騰に直面する子育て世代を支援す
るため、給食費の全額を公費で負担することにより、子育て世代の負担軽減を図
る。（小学生分）
②給食費（教職員は除く）の全額
※国・都道府県の給食費負担軽減交付金の基準額に基づく支援額を超える部分
に充当する
③385円×180日×15,300人＝1,060,290千円
④児童を養育する保護者

－ － － － R8.4
議
決

R8.4 R8.4 R9.3
保護者の学校給食費の
負担軽減
（対象：15,300人）

明記予定
（HP・広報誌）

ホーム
ページ
等

給食
R8当初
（地）

※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P
列に追加で選択してください。

「推奨事業メ
ニュー例よりも更
に効果があると判
断する地方単独事
業」を選択した場
合の、より効果が
あると考える理由

総事業費
（単位：千円）

Ｂ C

予
算
化
の
方
法

備考1のサブカテゴリー　※N～P列

「農林水産・
食品分野」
「中小企業・
小規模事業
者の賃上げ
環境整備」
における細
分化項目

(重点支援地方交付金の追加を踏まえ
た

各省庁の通知の発出状況に定義され
ている対象分野)

対象
外経
費に
臨時
交付
金を
充当
して
いな
い

推奨事業メ
ニュー

※参考

実施状
況の公
表等に
ついて
(HP、広
報誌な
ど）

備考1
(重点支援
地方交付金
の追加を踏
まえた各省
庁の通知の
発出状況に
定義されて
いる対象分

野)

基金

商
品
券
等
活
用
事
業

予算
化時
期

事業始期
支援開始
時期

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

事業終期
成果目標（可能な限り
定量的指標を設定）

国の重点支援
地方交付金が
活用されてい
る旨の明記

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特
定
事
業
者
等
支
援

経済対策等
との関係

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶか

物価高騰対策と整理する根拠・
理由

臨時の措
置である
ことが分
かる事業
名称とし
ている

交付対象事業の名称

個
人
を
対
象
と
し
た
給
付
金
等

備考２

自治体
での予
算区分


